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三 重 県
Mie Prefecture「企業の安定経営に向けた対応」の効果検証

取組項目 具体内容 R７取組に関する検証

適正な利潤
の確保

• 入札契約制度の
改善

• 令和6年4月の最低制限価格引き上げに伴い、建設工事の平均落札率は令和5年度の92.９％に対し、令
和７年度は令和７年1０月末時点で9４.６％まで上昇した。

• 三重県が発注する建設工事（維持業務を含む）及び建設工事に係る測量・設計等業務において、入札の適
正さが阻害されるおそれがある一定の資本関係又は人的関係にある複数の者の同一入札への参加は認め
ないこととした。（R7.４）

• 近年の労務費や資材単価等の高騰に伴い工事価格は上昇していることから、建設企業が適正な競争のう
えで、これまでと同様の工事規模の入札に参加できるよう、「三重県建設工事発注標準」等における入札参
加者の等級区分を決める価格の見直し（引上げ）を実施した。（R7.6）

• 契約手続きにおける利便性の向上や契約事務の効率化（印刷費用、印紙税が不要）などを図るため、令和７
年１０月に電子契約サービスの導入を開始した。（R7.１０）

• 労務費や資材価格の高騰に伴う資金需要が高まり及び労務費の行き渡りなどに対応するため、令和８年１
月以降の公告案件から、債務負担工事の前払金を翌年度分の前払金相当分を含めて契約締結年度に請求
することができる契約条項を活用していくこととした。（R8.1）

• 適正な予定価格
等の設定継続

• 適正な予定価格等の設定では、価格変動による公共工事の積算時点と当初契約時点の資材価格差に対応
するため、令和6年12月に「資材価格等に対する特例措置」を策定し、引き続き資材価格高騰に適切に対
応した。

• 市町・民間への
働きかけ

• 最低制限価格の設定が国基準を下回る市町に対し、発注者協議会三重県部会や個別訪問にて取組要請を
行った。（対象市町：８市町）

効果検証のまとめ 企業の安定経営に向けた対応
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三 重 県
Mie Prefecture「企業の安定経営に向けた対応」の効果検証

Ｒ８に向けた取組方針（案）
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企業の安定経営に向けた対応

①企業の安定経営に向けて売上高経常利益率の推移を把握し、産業全体（全国）との比較・分析等を行いながら、

必要に応じて入札契約制度の改善を行う。

②建設企業の適正利潤確保に向けて、発注者協議会三重県部会等を通じて市町への働きかけを行う。



5.0

4.8

4.4

4.6

4.8
4.7 4.7 4.7

4.9
4.8 4.8

4.7
4.8

5.0
5.1

4.9

4.2

4.4

4.6

4.8

5.0

5.2

売上高経常利益率（四半期毎）

東日本建設業保証株式会社調べ 県土整備部調べ

（％）

三 重 県
Mie Prefecture

取組指標
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動
向
・傾
向

取組指標：「東日本建設業保証株式会社調べ」、 「経済産業省企業活動基本調査」より抽出

➢ 三重県の建設業における売上高経常利益率は、産業全体
 （全国）と比べて低い状況が続いている。

➢ 県土整備部で調べている四半期ごとのデータは、東日本
 建設業保証株式会社調べより高い率となっている。

県土整備部調べ
①本店所在地が三重県内で、売上高１億円以上
②三重県建設工事入札参加資格者名簿に登載の企業

東日本建設業保証（株）調べ
東日本建設業保証（株）が決算書の提出を受けた企業のうち、以下の企業
①本店所在地が三重県内で、売上高１億円以上
②業種が総合工事業（土木建築、土木、建築）、電気工事業、管工事業の企業（個人
事業主除く）

③兼業売上高が総売上高の２０％以下の企業

※最新データがR７.３末となっているのは、企業の決算日から約６か月後にデータソースである
 経営事項審査結果情報に反映されることを考慮

参考

「企業の安定経営に向けた対応」の効果検証
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